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■当ファンドの仕組みは次の通りです。 

商品分類 追加型投信／国内／株式 

信託期間 無期限（設定日：1994年９月28日） 

運用方針 主として日本の取引所に上場している株
式に投資することにより、信託財産の成
長を図ることを目的として、積極的な運
用を行うことを基本とします。 

主要投資対象 日本の取引所上場の株式 

当ファンドの 
運用方法 

■日本の取引所に上場している株式を主
要投資対象とします。 

■中長期的な基本アセット・アロケーシ
ョン（株式組入比率）は、株式・金融
市場の大局的な流れを判断して決定し
ます。 

■機動的なアセット・アロケーションの
変更を行います。 

組入制限 ■株式への投資割合には、制限を設けま
せん。 

■外貨建資産への投資割合は、信託財産
の純資産総額の50％以下とします。

分配方針 ■年１回（原則として毎年９月27日。休
業日の場合は翌営業日）決算を行い、
分配を行います。 

■分配対象額は、利子・配当収入と売買
益（評価益を含みます。）等の合計額
とします。 

■分配金額は、委託会社が基準価額水
準、市況動向、残存信託期間等を勘案
して決定します。 

※委託会社の判断により分配を行わない
場合もあるため、将来の分配金の支払
いおよびその金額について保証するも
のではありません。 
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受益者の皆さまへ 

当ファンドは主として日本の取引所に上場してい

る株式に投資することにより、信託財産の成長を

図ることを目的として、積極的な運用を行うこと

を基本とします。当期についても、運用方針に沿

った運用を行いました。 
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最近５期の運用実績 
 

決  算  期 

基 準 価 額 
(参 考 指 数) 

ＴＯＰＩＸ(東証株価指数) 株式組入 

比  率 

純 資 産

総  額
(分配落) 

税 込 

分配金 

期 中 

騰落率 
 

期 中 

騰落率 

 円 円 ％ ％ ％ 百万円
21期(2015年９月28日) 11,310 500 11.5 1,438.67 7.6 97.4 16,689

22期(2016年９月27日) 10,190 0 △ 9.9 1,349.22 △ 6.2 95.9 15,505

23期(2017年９月27日) 12,336 500 26.0 1,664.43 23.4 97.0 13,456

24期(2018年９月27日) 13,036 500 9.7 1,800.11 8.2 97.5 11,621

25期(2019年９月27日) 10,894 500 △12.6 1,604.25 △10.9 97.3 9,572
※基準価額の騰落率は分配金込み。 

※株式組入比率には、新株予約権証券を含みます。 

※ＴＯＰＩＸ（東証株価指数）の著作権、知的所有権、その他一切の権利は発行者、許諾者が有しています。これら発行者、許諾者は当フ

ァンドの運営に何ら関与するものではなく、当ファンドの運用成果に対して一切の責任を負うものではありません。 

 

当期中の基準価額と市況等の推移 
 

年  月  日 
基 準 価 額 

(参 考 指 数) 

ＴＯＰＩＸ(東証株価指数) 
株式組入 

比  率 
 騰 落 率  騰 落 率 

(期   首) 円 ％ ％ ％
2018年９月27日 13,036 － 1,800.11 － 97.5

  ９月末 13,110 0.6 1,817.25 1.0 97.8

  10月末 12,009 △ 7.9 1,646.12 △ 8.6 97.4

  11月末 11,860 △ 9.0 1,667.45 △ 7.4 98.1

  12月末 10,627 △18.5 1,494.09 △17.0 96.3

2019年１月末  11,214 △14.0 1,567.49 △12.9 98.5

  ２月末 11,255 △13.7 1,607.66 △10.7 98.8

  ３月末 11,147 △14.5 1,591.64 △11.6 97.1

  ４月末 11,431 △12.3 1,617.93 △10.1 97.4

  ５月末 10,663 △18.2 1,512.28 △16.0 96.3

  ６月末 10,898 △16.4 1,551.14 △13.8 97.2

  ７月末 10,912 △16.3 1,565.14 △13.1 98.3

  ８月末 10,490 △19.5 1,511.86 △16.0 97.5

(期   末)  
2019年９月27日 11,394 △12.6 1,604.25 △10.9 97.3

※期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比です。 

※株式組入比率には、新株予約権証券を含みます。 



 

1 運用経過
基準価額等の推移について（2018年９月28日から2019年９月27日まで）

基準価額等の推移

期 首 13,036円

期 末 11,394円
（分配金500円（税引前）込み）

騰 落 率 －12.6％
（分配金再投資ベース）

分配金再投資基準価額について
　分配金再投資基準価額は分配金（税引前）を分配時
に再投資したと仮定して計算したもので、ファンド
運用の実質的なパフォーマンスを示します。

※�分配金を再投資するかどうかについては、受益者の皆さまがご
利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額な
どによって課税条件も異なります。したがって、受益者の皆さ
まの損益の状況を示すものではありません。（以下、同じ）

※分配金再投資基準価額および参考指数は、期首の値が基準価額と同一となるように指数化しています。

※当ファンドの参考指数は、ＴＯＰＩＸ（東証株価指数）です。
※��ＴＯＰＩＸ（東証株価指数）の著作権、知的所有権、その他一切の権利は発行者、許諾者が有しています。これら発行
者、許諾者は当ファンドの運営に何ら関与するものではなく、当ファンドの運用成果に対して一切の責任を負うもの
ではありません。
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基準価額の主な変動要因（2018年９月28日から2019年９月27日まで）

　日本の取引所に上場している株式を主要投資対象とし、個々の企業の成長性や収益性を総合的
に判断して運用を行いました。

●��日本電気や信越化学工業等の株価が上昇したこと

●��期を通してみれば、米中貿易摩擦問題への懸念などから株式市場が下落したこと
●��三菱ＵＦＪフィナンシャル･グループ、第一生命ホールディングス等の株価が下落した
こと

上昇要因

下落要因
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投資環境について（2018年９月28日から2019年９月27日まで）

当期の国内株式市場は下落しました。

　期首から12月下旬にかけては、低調な国
内企業決算に加え、米国で金利上昇への警戒
感の高まりなどから株式市場が急落し、世界
的にリスク回避の動きが広がったことから、
国内株式市場も大幅に下落しました。12月
下旬から４月下旬にかけては、米中貿易摩擦
問題に対する懸念の後退や中国の景気対策期
待が高まったことから、上昇に転じました。
４月下旬から８月下旬にかけては、再び米中

貿易摩擦問題が激化したことなどが重石とな
り、軟調な推移となりました。８月下旬から
期末にかけては、トランプ米大統領が中国と
の貿易協議継続に前向きな姿勢を示したこと
などから、反発しました。
　当期の市場の動きをＴＯＰＩＸ（東証株価
指数）でみると、期首に比べて10.9％下落し
ました。

ポートフォリオについて（2018年９月28日から2019年９月27日まで）

株式組入比率
　組入比率は期首97.5％で始まり、期を通じて概ね98％前後の高位を維持し、期末は97.3％と
なりました。

業種配分
●投資割合を引き上げた主な業種（東証33業種分類、以下同じ）と銘柄
・小売業（－％→4.4％）
　　�業績の安定性などを評価し、セブン＆アイ・ホールディングス、ニトリホールディングス等
を組入れ

・化学（5.6％→8.8％）
　　割安なバリュエーション（投資価値評価）を評価し、旭化成、積水化学工業等を組入れ
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・食料品（－％→3.0％）
　　堅調な業績推移が期待される不二製油グループ本社、東洋水産を組入れ

●投資割合を引き下げた主な業種と銘柄
・精密機器（5.7％→1.3％）
　　株価が相対的に堅調に推移した銘柄を個別に選別し、島津製作所、ニコン等を売却
・電気機器（21.4％→15.6％）
　　米中貿易摩擦に伴う世界経済減速による業績悪化を懸念し、東芝、日立製作所等を売却
・機械（9.2％→3.4％）
　　米中貿易摩擦に伴う世界経済減速による業績悪化を懸念し、小松製作所、クボタ等を売却

※基準価額は分配金再投資ベース

ベンチマークとの差異について（2018年９月28日から2019年９月27日まで）

基準価額と参考指数の対比（騰落率）

-20.0

-15.0

-5.0

-10.0

0.0
（％）

第25期

-12.6
-10.9

参考指数
基準価額

　当ファンドは運用の指標となるベンチ
マークはありませんが、参考指数として
ＴＯＰＩＸ（東証株価指数）を設けています。
　左のグラフは、基準価額（分配金再投資
ベース）と参考指数の騰落率の対比です。
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分配金について（2018年９月28日から2019年９月27日まで）

（単位：円、１万口当たり、税引前）

項　目 第25期 　当期の１万口当たりの分配金（税引前）は、
基準価額水準等を勘案し、500円といたしま
した。
　なお、収益分配に充てなかった留保益に
つきましては、運用の基本方針に基づき運
用いたします。

当期分配金 500
（対基準価額比率） （4.388％）

当期の収益 178

当期の収益以外 321

翌期繰越分配対象額 3,117
※単位未満を切り捨てているため、「当期の収益」と「当期の収益以外」の合計が「当期分配金」と一致しない場合があります。
※��「対基準価額比率」は、「当期分配金」（税引前）の期末基準価額（分配金（税引前）込み）に対する比率で、当ファンドの収
益率とは異なります。

2 今後の運用方針
　世界景気については、長期の景気循環が成
熟局面である一方、在庫循環などを背景とす
る短中期の景気循環は底打ち局面であり、長
期循環が重石となりながらも、短中期循環に
よる景気回復を見込んでいます。政治動向に
ついては、米中貿易摩擦は覇権争いの様相を
呈し、短期収束は困難なものの、米大統領選
を控えており、政治面から経済を支える意向
が強いと想定します。緩和的な金融政策も支
援材料と考えます。
　国内株式市場については、景気、政治の両
面で好悪材料が入り混じっており、不安定な
がらも上下両方向に大きな方向性は出にくい
状態と考えます。当面は、金融緩和と短中期
景気循環の回復、財政への期待などが支えと
なり、底堅い展開を想定します。リスク要因
としては、米中の対立激化や中国・欧州にお

ける信用不安の増大、中東・東アジア情勢の
緊迫化、英国のＥＵ（欧州連合）離脱などに留
意する必要があると考えます。
　ポートフォリオ構築においては、不安定な
市場環境を想定しているため、短期：中立、
中期：中立の現状スタンス維持を基本としま
す。今後は、冬場以降の景気の循環回復を想
定し、徐々に積極的なスタンスへと移行して
いく方針です。業績の底打ち回復が見込まれ
る割安な優良銘柄を個別に選別いたします。
外需に関しては、事業環境の厳しい企業が多
いものの、業績悪化懸念がある程度株価に織
り込まれた割安な銘柄の中で、下期以降の業
績モメンタム（勢い）の改善が期待できる銘柄
や、想定しているテーマから恩恵を受ける銘
柄、事業再構築や株主還元でポジティブな変
化が見られる銘柄等に注目します。内需に関
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しては、バリュエーション面で魅力が高まっ
た銘柄群の中から、業績動向、テーマ性の観
点から、中長期的に投資魅力がある銘柄を選
好します。具体的には生産性の向上や効率化、
サイバーセキュリティ、キャッシュレス化等
に貢献する情報サービス関連銘柄などに注目
します。金融に関しては、割安な株価のバ
リュエーションを評価し、ＰＢＲ（株価純資
産倍率）、配当利回り面で割安な銘柄に注目
します。

3 お知らせ
合併について

　三井住友アセットマネジメント株式会社は、2019年４月１日に大和住銀投信投資顧問株式会
社と合併し、商号を三井住友DSアセットマネジメント株式会社に変更しました。

約款変更について

　委託会社の合併に伴う商号変更および電子公告アドレスの変更に対応するため、信託約款に所
要の変更を行いました。� （適用日：2019年４月１日）
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※各費用は、前掲「１万口当たりの費用明細」におい
て用いた簡便法により算出したもので、原則とし
て、募集手数料、売買委託手数料および有価証券取
引税を含みません。 

※各比率は、年率換算した値（小数点以下第３位を四
捨五入）です。 

※上記の前提条件で算出しているため、「１万口当た
りの費用明細」の各比率とは、値が異なる場合があ
ります。なお、これらの値はあくまでも参考であ
り、実際に発生した費用の比率とは異なります。 

当期中の運用・管理にかかった費用の総額
（原則として、募集手数料、売買委託手数
料および有価証券取引税を除く。）を期中
の平均受益権口数に期中の平均基準価額
（１口当たり）を乗じた数で除した総経費
率（年率換算）は0.87％です。 

１万口当たりの費用明細(2018年９月28日から2019年９月27日まで) 
 

項 目 金額 比率 項目の概要 

(a) 信託報酬 98円 0.864％ 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率×(経過日数／年日数) 
投信会社：ファンド運用の指図等の対価 
販売会社：交付運用報告書等各種資料の送付、口座内でのファンドの管

理、購入後の情報提供等の対価 
受託会社：ファンド財産の保管および管理、投信会社からの指図の実行

等の対価 

 (投信会社) (49) (0.432)

 (販売会社) (37) (0.324)

 (受託会社) (12) (0.108)

(b) 売買委託手数料 34 0.300 
売買委託手数料＝期中の売買委託手数料／期中の平均受益権口数 

売買委託手数料：有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料 
 (株式) (34) (0.299)

 (先物･オプション) (0) (0.001)

(c) その他費用 1 0.006 
その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数 

監査費用：監査法人に支払うファンドの監査費用 
そ の 他    ：信託事務の処理等に要するその他費用 

 (監査費用) (0) (0.004)

 (その他) (0) (0.001)

 合 計 133 1.170   
 
期中の平均基準価額は11,301円です。 
※期中の費用(消費税のかかるものは消費税を含む)は、追加・解約によって受益権口数に変動があるため、簡便法により算出しています。 
※比率欄は１万口当たりのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。 
※各項目毎に円未満は四捨五入しています。 

 

参考情報 総経費率（年率換算） 
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当期中の売買及び取引の状況(2018年９月28日から2019年９月27日まで) 
(１)株 式 
 

 
買    付 売    付 

株  数 金  額 株  数 金  額 

   千株 千円 千株 千円 

国内 上 場  8,016 17,608,687 9,258 17,957,789 

   (11) (－)   
 
※金額は受渡し代金。 
※単位未満は切捨て。ただし、単位未満の場合は小数で記載。 
※( )内は株式分割、予約権行使、合併等による増減分で、上段の数字には含まれておりません。 

 
(２)先物取引の種類別取引状況 
 

種  類  別 
買   建 売   建 

新規買付額 決 済 額 新規売付額 決 済 額

   百万円 百万円 百万円 百万円

国内 株式先物取引 ＴＯＰＩＸ 431 432 － －
 
※金額は受渡し代金。 
※単位未満は切捨て。ただし、単位未満の場合は小数で記載。 

 

株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合 
(2018年９月28日から2019年９月27日まで) 

 
項     目 当     期 

(a) 期 中 の 株 式 売 買 金 額 35,566,476千円 

(b) 期 中 の 平 均 組 入 株 式 時 価 総 額 9,918,874千円 

(c) 売 買 高 比 率 ( a ) / ( b ) 3.58   
 
※単位未満は切捨て。 
※(b)は各月末現在の組入株式時価総額の平均。 
※外貨建資産については、(a)は各月末(ただし、決算日の属する月については決算日)の日本の対顧客電信売買相場の仲値で換算した邦貨金

額の合計、(b)は各月末の同仲値で換算した邦貨金額合計の平均です。 

 

利害関係人との取引状況等(2018年９月28日から2019年９月27日まで) 
(１)利害関係人との取引状況 
 

区   分 買付額等 
Ａ 

うち利害関係人
との取引状況Ｂ

 
Ｂ

 
売付額等 

Ｃ 
うち利害関係人 
との取引状況Ｄ 

 
Ｄ

 
Ａ Ｃ

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％

株 式 17,608 1,069 6.1 17,957 1,486 8.3
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(２)売買委託手数料総額に対する利害関係人への支払比率 
 

項     目 当     期 

(a) 売 買 委 託 手 数 料 総 額 30,431千円 
(b) う ち 利 害 関 係 人 へ の 支 払 額 2,145千円 
(c) (b)／(a) 7.0％  

 
利害関係人とは、投資信託および投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人であり、当期における当
ファンドに係る利害関係人とは、ＳＭＢＣ日興証券株式会社です。 

 

第一種金融商品取引業、第二種金融商品取引業又は商品取引受託業務を兼業している委託会社の自己取引状況 
(2018年９月28日から2019年９月27日まで) 

 該当事項はございません。また委託会社に売買委託手数料は支払われておりません。 

 

組入れ資産の明細(2019年９月27日現在) 
国内株式 
 

銘     柄 
期首(前期末) 期     末 
株 数 株 数 評 価 額 

 千株 千株 千円
鉱業(0.5％)   
国際石油開発帝石 164.7 49.9 50,823

建設業(3.0％)   
コムシスホールディングス 43.1 49.4 149,929
清水建設 － 127.5 126,607
日揮 70.5 － －

食料品(3.0％)   
不二製油グループ本社 － 46.7 148,739
東洋水産 － 29.3 130,385

化学(8.8％)   
旭化成 － 147 157,143
信越化学工業 19.4 18.8 221,464
積水化学工業 － 88.1 151,972
花王 － 16.5 134,029
富士フイルムホールディングス 49.4 33.4 159,485
日東電工 22.8 － －

医薬品(5.5％)   
武田薬品工業 61.4 38.8 146,664
アステラス製薬 36.6 119.1 183,116
ロート製薬 － 23.9 70,552
大塚ホールディングス － 24.8 115,989

石油・石炭製品(2.8％)   
出光興産 － 41.3 131,127
ＪＸＴＧホールディングス － 263.7 131,850

ゴム製品(2.1％)   
ブリヂストン － 45.8 195,245

ガラス・土石製品(2.2％)   
ＡＧＣ 43 26.1 88,218

銘     柄 
期首(前期末) 期     末 
株 数 株 数 評 価 額 

住友大阪セメント 16.4 － －
太平洋セメント － 38 112,822
日本碍子 60.3 － －

鉄鋼(0.5％)   
日立金属 116.1 36.4 43,388

非鉄金属(1.1％)   
住友金属鉱山 45.1 30.5 101,839

金属製品(1.0％)   
ＳＵＭＣＯ － 65.1 96,152

機械(3.4％)   
ディスコ － 6.8 142,596
島精機製作所 16.7 － －
小松製作所 53.5 － －
クボタ 92.4 － －
ダイキン工業 17.6 12.6 178,605
日本精工 133.7 － －
ＩＨＩ 38.9 － －

電気機器(15.6％)   
日立製作所 60 － －
東芝 99.2 － －
三菱電機 112.1 101.4 146,573
富士電機 49.4 24.7 82,251
日本電産 14.7 18.1 263,355
日本電気 75.7 21.7 101,122
アンリツ － 50.8 107,442
ソニー 50.5 26 165,178
ＴＤＫ 13 10.9 105,076
キーエンス － 2.7 181,683
カシオ計算機 94.6 － －
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銘     柄 
期首(前期末) 期     末 
株 数 株 数 評 価 額 

ローム － 6.9 57,753
京セラ － 13.9 93,519
村田製作所 11.4 29 151,786
小糸製作所 16.5 － －

輸送用機器(10.6％)   
デンソー 50.3 39 186,498
トヨタ自動車 70.1 59.5 438,455
本田技研工業 75.3 74.7 212,148
スズキ － 32 146,816

精密機器(1.3％)   
島津製作所 70.9 － －
ニコン 79.8 － －
トプコン － 84.5 121,342
オリンパス 49.5 － －

電気・ガス業(3.4％)   
関西電力 － 89.8 117,997
東京瓦斯 40.4 31.4 86,459
大阪瓦斯 － 53.2 111,188

陸運業(4.0％)   
東日本旅客鉄道 － 9.6 100,704
東海旅客鉄道 11.8 3.9 88,627
西武ホールディングス － 95.3 180,784
九州旅客鉄道 32.2 － －

空運業(－％)   
日本航空 49 － －

情報・通信業(10.2％)   
野村総合研究所 29.3 － －
オービック 7.8 － －
ヤフー － 463 140,289
大塚商会 13.9 － －
日本ユニシス － 44.7 155,779
日本電信電話 80.6 71.4 373,564
ＫＤＤＩ － 50.7 144,469
東宝 31.1 － －
スクウェア・エニックス・ホールディングス － 26.5 132,500

銘     柄 
期首(前期末) 期     末 
株 数 株 数 評 価 額 

卸売業(2.8％)   
三井物産 57.3 77.7 138,072
三菱商事 56.1 46.1 123,225

小売業(4.4％)   
セブン＆アイ・ホールディングス － 36 148,788
ヤマダ電機 － 175.1 93,153
ニトリホールディングス － 10.3 164,491

銀行業(5.2％)   
三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 825.9 535.2 296,554
三井住友トラスト・ホールディングス － 47.5 186,770
静岡銀行 59.1 － －
セブン銀行 307.4 － －
みずほフィナンシャルグループ 1,157.2 － －

証券、商品先物取引業(1.0％)   
ＳＢＩホールディングス － 41.5 97,566

保険業(3.8％)   
第一生命ホールディングス 128.6 86.9 142,516
東京海上ホールディングス － 35.4 207,656
Ｔ＆Ｄホールディングス 64.4 － －

不動産業(1.2％)   
パーク２４ 33.4 － －
三菱地所 89.7 53 110,664

サービス業(2.6％)   
ディー・エヌ・エー － 44.5 84,995
日本郵政 168.8 － －
セコム 12 16.3 160,815

合 計
株 数 ・ 金 額 5,350 4,120 9,317,376

銘柄数＜比率＞ 57 64 ＜97.3％＞
 
※銘柄欄の( )内は、国内株式の評価総額に対する各業種の比率。 
※< >内は、純資産総額に対する評価額の比率。 
※評価額の単位未満は切捨て。ただし、評価額が単位未満の場合
は小数で記載。 

※－印は組入れなし。 
 

 

投資信託財産の構成 (2019年９月27日現在) 
 

項      目 
期           末 

評  価  額 比     率 

 千円 ％ 
株 式 9,317,376 92.6 
コ ー ル ・ ロ ー ン 等 、 そ の 他 745,919 7.4 
投 資 信 託 財 産 総 額 10,063,295 100.0 

 
※単位未満は切捨て。ただし、単位未満の場合は小数で記載。 
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資産、負債、元本及び基準価額の状況 
(2019年９月27日現在) 

 
項     目 期     末 

(A) 資 産 10,063,295,228円
 コ ー ル ・ ロ ー ン 等 636,191,978 
 株 式      ( 評 価 額 ) 9,317,376,170 
 未 収 入 金 1,156,680 
 未 収 配 当 金 97,500,400 
 差 入 委 託 証 拠 金 11,070,000 

(B) 負 債 490,405,929 
 未 払 収 益 分 配 金 439,376,826 
 未 払 解 約 金 8,187,298 
 未 払 信 託 報 酬 42,399,229 
 未 払 利 息 1,618 
 そ の 他 未 払 費 用 440,958 

(C) 純 資 産 総 額 ( A - B ) 9,572,889,299 
 元 本 8,787,536,537 
 次 期 繰 越 損 益 金 785,352,762 

(D) 受 益 権 総 口 数 8,787,536,537口
 １万口当たり基準価額(C/D) 10,894円

 
※当期における期首元本額8,915,161,649円、期中追加設定元本額
521,228,921円、期中一部解約元本額648,854,033円です。 

※上記表中の次期繰越損益金がマイナス表示の場合は、当該金額
が投資信託財産の計算に関する規則第55条の６第10号に規定す
る額(元本の欠損)となります。 

※上記表中の受益権総口数および１万口当たり基準価額が、投資
信託財産の計算に関する規則第55条の６第７号および第11号に
規定する受益権の総数および計算口数当たりの純資産の額とな
ります。 

 

分配金のお知らせ 
 

１万口当たり分配金(税引前) 
当 期 

500円
 
※分配金は、分配後の基準価額が個別元本と同額または上回る場合
は全額「普通分配金」となり課税されます。分配後の基準価額が
個別元本を下回る場合は下回る部分が「元本払戻金（特別分配
金）」となり非課税、残りの部分が「普通分配金」となります。 

損益の状況 
(自2018年９月28日 至2019年９月27日) 

 
項     目 当     期 

(A) 配 当 等 収 益 244,435,694円
 受 取 配 当 金 244,262,174 
 受 取 利 息 △            3 
 そ の 他 収 益 金 294,488 
 支 払 利 息 △      120,965 

(B) 有 価 証 券 売 買 損 益 △1,554,896,906 
 売 買 益 687,185,852 
 売 買 損 △2,242,082,758 

(C) 先 物 取 引 等 取 引 損 益 1,155,998 
 取 引 益 1,156,680 
 取 引 損 △          682 

(D) 信 託 報 酬 等 △   87,626,873 
(E) 当期損益金 ( A + B + C + D ) △1,396,932,087 
(F) 前 期 繰 越 損 益 金 2,320,452,121 
(G) 追 加 信 託 差 損 益 金 301,209,554 
 ( 配 当 等 相 当 額 ) (    701,678,949) 
 ( 売 買 損 益 相 当 額 ) (△  400,469,395) 

(H) 計       ( E + F + G ) 1,224,729,588 
(I) 収 益 分 配 金 △  439,376,826 
 次 期 繰 越 損 益 金 ( H + I ) 785,352,762 
 追 加 信 託 差 損 益 金 301,209,554 
 ( 配 当 等 相 当 額 ) (    701,678,949) 
 ( 売 買 損 益 相 当 額 ) (△  400,469,395) 
 分 配 準 備 積 立 金 2,037,884,116 
 繰 越 損 益 金 △1,553,740,908 

 
※有価証券売買損益および先物取引等取引損益は期末の評価換え

によるものを含みます。 
※信託報酬等には、信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表
示しています。 

※追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加設定
をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。 

※期末における、費用控除後の配当等収益(156,808,821円)、費用
控除後、繰越欠損金補填後の有価証券売買等損益(0円)、信託約
款に規定される収益調整金(701,678,949円)および分配準備積立
金(2,320,452,121円)より分配可能額は3,178,939,891円(１万口
当たり3,617円)となり、うち439,376,826円(１万口当たり500円
(税引前))を分配金額としております。 

 
 
上記のほか、投資信託財産の計算に関する規則第58条第１項各号に該当する事項はありません。 
 




